第2号様式（第4条関係）

新たな事業分野の開拓の実施に関する計画
1　認定を受けようとする者の概要

	フリガナ
	

	名　　　称
	

	フリガナ
	

	代表者名
	

	所在地
	〒　

	設立年月日
	　　　　　　年　　　　　月　　　　日

	資本金
	千円

	従業員数
	　従業員数　　　　　名　　　　内訳（常　用　　　 　名　　臨　時　　　 　名）

	業種
	

	事業内容
	

	電話番号
	（　　　　）　　　　－

	ＦＡＸ番号
	（　　　　）　　　　－

	E-Mail
	

	ＵＲＬ
	http://

	担当者
	部署名
	

	
	役職・氏名
	

	この募集を何で
知りましたか
	該当する項目に■を付けてください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

□八王子市ＨＰ　□広報はちおうじ　□募集チラシ　□八王子商工会議所の紹介　　　　　　　　□開発・交流プラザ等からのメール　　 　 　 □その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


　　　　　　　　　　　
2　新商品等の内容
(1)新商品等の概要
	(フリガナ)
新商品等の名称
	　

	販売価格
	　
	販売開始時期
	販売開始
　　　年　　　月から


	新商品等の概要
	（用途、機能、特徴等について簡潔に記入してください。）


	国・地方自治体

での受注実績
	· 無

· 有（発注先：　　　　　　　　　　　　　　時期：　　　　　年　　　月）

	公的支援制度の
利用状況
	（申請される商品等の開発などに当たり、公的支援を受けた場合には、記入してください。）


	関係協力機関
	（申請される商品等の開発などに当たり、協力を受けた機関がある場合には、その名称を記載してください。）



（2）新商品等の新規性・独自性等
	新商品等の新規性・独自性
（試験データや認証等の取得がある場合、試験報告書又は認証等の写しを添付してください。）
	（申請商品等のみが持つ強み等について、具体的に説明してください。）


	既存の商品等と比較した優位性
	（既存の商品等と比べて特に優れている点について、具体的な商品名や数値を示して説明してください。）


	
	

	新商品等の特許等
	種　類
（○で囲んでください）
	特許　・　実用新案　・　意匠　・　商標

	（新商品等に関する特許・実用新案・意匠・商標がある場合（出願中を含む）は記入してください。
	出願番号又は公開番号・特許番号・登録番号
	　

	
	出願又は登録年月日
	　

	
	権利化状況
	権利化
	　

	
	（○で囲んでください）
	
	（審査請求）　　　請求　　　　未請求

	
	　
	
	※特許の場合のみ記入

	
	発明・考案の名称
	　

	
	出願人名
	　

	
	権利の利用
	自社権利
	単独出願　　　　　共同出願（持分　　％）

	
	（○で囲んでください）
	他社権利を利用
	専用実施権　　　　通常実施権

	特許等の提出にあたっての事前調査結果
	（新商品等が他社の権利を侵害していないかどうかについての調査結果を記入してください。）



※出願公開前の出願明細書は、重要な機密書類ですので、添付は不要です。
※本欄記載の番号から特許等の確認が取れない場合、特許等の取得なしとみなされることがありますのでご注意ください。

（3）新商品等の有用性・市場性
	新商品等の有用性
	（「（2）新商品等の新規性・独自性」を踏まえ、新商品等が事業活動に係る技術の高度化や生産性の向上、又は市民生活の利便の増進に対してどのように寄与するのか、社会環境や市場環境を背景として、どのような課題を解決し、どのようなニーズに対応するのか、について具体的に記入してください。）


	新商品等の市場性
	（新商品等の利用者・市場規模・普及見込について数値等を用いて具体的に説明してください。）



3　新商品等の生産及び販売の実施方法

	生産形態
	□　自社生産　　　□　共同生産（自社分　　％）　　
□　委託生産（一部委託生産含む）
委託生産の場合は具体的に委託先と委託内容を記入してください。
(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	生産場所
	

	生産の実施方法
	（概略図等により、生産工程の概要を説明してください。）

	新商品等の
販売方法
	（販売ルート、主な販売先について記入してください。）

	新商品等の生産及び販売・廃棄に必要な許認可等
	（新商品等の生産及び販売・廃棄に必要な許認可等があれば、その許認可の名称及び取得状況を含めて記入してください。）


	決算期
	直近期末の１期後（見込）

（　　　年　月期）①
	直近期末の２期後（見込）

（　　　年　月期）②
	直近期末の３期後（見込）

（　　　年　月期）③

	資金需要
	運転資金の増

（売掛金・棚卸資産増加など）
	
	
	

	
	設備投資等
	
	
	

	
	広告宣伝費等
	
	
	

	
	合　　　計（Ａ）
	
	
	

	資金調達
	自己資金
	
	
	

	
	借入・増資等
	
	
	

	
	合　　　計（Ｂ）
	
	
	


	決算期　※
	直近期末の1期前（実績）
（　　　年　   月期）
	直近期末（実績）
（　　　年　   月期）
	直近期末の1期後（見込）
（　　年　   月期）①
	直近期末の2期後（見込）
（　　年　  月期）②
	直近期末の3期後（見込）
（　　年  　月期）③

	生産数量（単位：　　）
	
	
	
	
	

	売上数量（単位：　　）
	
	
	
	
	

	売上高
（＝販売額、単位：円）
	
	
	
	
	

	売上原価（単位：円）
	
	
	
	
	

	売上総利益（単位：円）
	
	
	
	
	

	備　　　　考
	


4　新商品等の生産及び販売の実施計画

※　会社設立後間もない企業など、直近期末・直近期末の１期前の実績値がない企業については当該項目に「－」を記入してください。
5　新商品等の生産及び販売に必要な資金の額及びその調達方法　

※ （A）と（B）の合計が合うように作成してください
（注）4及び5の①～③は、それぞれ同じ決算期の数値を記入してください。
※必要に応じ、枠を拡大又は別紙を添付して記入してください。－4－

